
図１　訂正審判請求件数の推移とその内訳

図２　技術分野別の訂正審判請求件数とその内訳

表１　異議決定取消判決、無効審決取消判決のうち、訂正審判認容によるものの割合

（１）異議 （２）無効審判

決定取消判決 うち訂正認容 無効審決取消判決 うち訂正認容

47 36 18 11

対象：２００１年度判決 対象：２００１年度判決
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技術分野別　訂正審判請求件数とその内訳
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対象：２００１年訂正審判（特許、実用）
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図３：現行制度における事件のキャッチボール

全件につきいつでも
訂正審判請求可
（訴訟の手続末期に請
求される例もある）

訴訟中止

場合により訴訟続
行も可能（※）

（※）訂正が認容される可能性が低いと裁判
所が判断した場合には、訂正前の特許につ
いて訴訟を中止することなく審理を続行する
こともできる。
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図５：Ｂ案 審決取消訴訟提起から一定
期間に限り、訂正審判請求可
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図４：Ａ案

訂正審判
審決の送達後は、審決の確定
まで訂正審判請求はできない

場合により訴訟続
行も可能（※）

相手方の反論

（※）訂正が認容される可能性が低いと裁
判所が判断した場合には、訂正前の特許
について訴訟を中止することなく審理を続
行することもできる。
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図６：Ｃ－１案

②裁判所は、訂正許可の申立があったときは、
原則として、差し戻し判決を行う。（※）
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場合により再度の訴訟提起

場合により訴訟続
行も可能（※）

場合により訴訟続
行も可能（※１）

②裁判所は、訂正許可の申立があった場合であって、訂正後の特許権の
有効性について無効審判で改めて審理を行うことが適当と認めるとき（裁
判所の審理範囲を超えると認めるとき）は、差し戻し判決を行う。（※１）

①訴訟提起から一定期間に限り、裁判所に
訂正許可の申立てをすることができる

訂正確定

②③

訴訟審理の再開

③裁判所の審理範囲内と認めるときは、訴訟を中止し、訂正審判の結果
を待つ。その後、訂正特許につき審理再開。 （※１）

差し戻し判決（※２）

相手方の反論

（※２）例外的に、特許庁による審理
を経ることが必要と判断した場合は、
差し戻しをすることもできる。

（※１）④訂正が認容される可能性が低いと裁判所が判断した場

合には、訂正前の特許について訴訟を中止することなく審理を続
行することもできる。

（※１）③訂正が認容される可能性が低いと裁判所

が判断した場合には、訂正前の特許について訴訟を
中止することなく審理を続行することもできる。
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図８：Ｄー１案

審決取消訴訟提起から一定
期間に限り、訂正審判請求可

訴訟中止

一定期間

裁判所は、特許庁による訂正審判の結果を
待ち、訂正の適法性及び訂正された特許の
有効性について訴訟中で判断する。
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図９：Ｄ－２案

審決取消訴訟提起から一定
期間に限り、訂正審判請求可

訴訟中止

一定期間

裁判所は、特許庁による訂正審判の結果を
待ち、訂正の適法性及び訂正された特許の
有効性について原則として訴訟中で判断。

差し戻し判決（※２）

相手方の反論

（※２）例外的に、特許庁による審理を経ることが必
要と判断した場合は、差し戻しをすることもできる。

場合により訴訟
続行も可能（※
１）

場合により訴訟
続行も可能（※
１）

訂正審判請求

（※１）訂正が認容される可能性が低いと裁判所
が判断した場合には、訂正前の特許について訴
訟を中止することなく審理を続行することもできる。

（※１）訂正が認容される可能性が低いと裁判所が判断した場合には、訂正前の
特許について訴訟を中止することなく審理を続行することもできる。
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図１０：Ｅ案

①特許権者は、審決取消訴訟提起から一定期間に
限り、裁判所に対して訂正を求めることができる。一定期間

②裁判所は、訂正の適否と訂正された特許の有
効性の双方について訴訟中で判断する。訂正


